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アンケート調査概要 

アンケート実施期間 
2014年7月29日〜8月22日 

アンケート対象 
Ｐマーク取得企業、ISMS認証取得企業、官公庁、教育機関(以下
「組織」という。)など4,500組織の情報セキュリティ・システム担当者 

アンケート内容 
情報セキュリティマネジメントの取組状況、人的要因に関する情報
セキュリティへの取組、情報セキュリティの人材育成と教育、個人の
行動履歴データの取扱いなど 

調査方法 
郵送による 

回答状況 
437件（送達確認できた4,374組織に対して9.9％）  

情報セキュリティ調査について 



第１章 
概要（回答者の基本データ等） 

3 
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設問１．ご記入者の所属(N=437)  

所属は、総務部門、情報システム管理部門、 
情報セキュリティ担当部門順に多い。 

  第１章 概要（回答者の基本データ等） 

28% 

23% 21% 

6% 

5% 

4% 

3% 
3% 

2% 1% 
1% 1% 1% 0% 1% 

総務部門 

情報システム管理部門 

情報セキュリティ担当部門 

社長室又は役員室 

その他 

事業/営業部門  

情報システム開発部門 

リスク管理担当部門 

企画部門 

監査部門 

コンプライアンス担当部門 

人事部門 

経理部門 

法務部門 

無回答（4件） 
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設問２．ご記入者の役職(N=437)  

回答者の役職は、部長、一般社員、会長・社長・取締役、 
係長・主任、課長の順に多い。 

  第１章 概要（回答者の基本データ等） 

21% 

19% 

17% 

16% 

15% 

5% 
3% 

2% 1% 1% 

部長 

一般社員 

会長・社長・取締役 

係長・主任 

課長 

その他 

専門職 

執行役・執行役員 

事業部長 

無回答（3件） 
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設問３．貴社の業種(N=437)  

情報通信業が49％と半数近い割合となっている。 

  第１章 概要（回答者の基本データ等） 

49% 

19% 

9% 

6% 

5% 

3% 

2% 2% 

2% 1% 1% 1% 0% 0% 0% 0% 0% 情報通信業 

大学 

サービス業 

公務 

製造業 

学術研究、専門・技術サービス業 

運輸業、郵便業 

建設業 

教育、学習支援業 

卸売業、小売業 

金融業、保険業 

その他 

医療、福祉 

電気・ガス・熱供給・水道業 

不動産業、物品賃貸業 

生活関連サービス業、娯楽業 

無回答（2件） 

※1.農業、林業、漁業、鉱業、10．宿泊業、飲食サービス業、 
  17．複合サービス事業(郵便局、協同組合)は該当なし 
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設問４．年間売上高（単独）(N=437) 
※大学・公務等は予算額、銀行は、経常収益高、保険は収入保険料または正味保険料、証券は営業収益高で算出 

昨年同様に、売上高10億円から50億円の組織が一番多い。 
また、売上高50億円未満の組織で7割を占める。 

  第１章 概要（回答者の基本データ等） 

5% 
4% 

15% 

9% 

15% 
27% 

6% 

7% 

1% 1% 6% 
4% 

売上高はない（非営利団体） 

1億円未満 

1億円～3億円未満 

3億円～5億円未満 

5億円～10億円未満 

10億円～50億円未満 

50億円～100億円未満 

100億円～300億円未満 

300億円～500億円未満 

500億円～1,000億円未満 

1,000億円以上 

無回答（16件） 
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設問５．全従業員数(N=437)  

従業員数50人以下の組織が最も多い。 

  第１章 概要（回答者の基本データ等） 

30% 

16% 
26% 

7% 

7% 

3% 5% 

2% 
3% 

0% 1% 

50人以下 

51～100人 

101～300人 

301～500人 

501～1,000人 

1,001～1,500人 

1,501～5,000人 

5,001～10,000人 

10,001～50,000人 

50,001人以上 

無回答（6件） 
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設問６．PC数（単独）(N=437) 

PC数300台以下の組織が65％を占める。 

  第１章 概要（回答者の基本データ等） 

28% 

14% 

23% 

5% 

10% 

4% 

8% 

2% 
3% 

1% 2% 

50台以下 

51～100台 

101～300台 

301～500台 

501～1,000台 

1,001～1,500台 

1,501～5,000台 

5,001～10,000台 

10,001～50,000台 

50,001台以上 

無回答（8件） 
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設問７．プライバシーマーク、ISMSの取得状況(N=437) 

ISMSを取得している組織は、34％。Pマークは、73％。 

  第１章 概要（回答者の基本データ等） 

  

33% 

40% 

1% 

24% 

2% 

いずれも取得 

Pマークのみ取得 

ISMSのみ取得 

いずれも取得して

いない 

無回答（8件） 
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設問８．情報セキュリティ監査の実施状況(N=437)  

62％の組織が認証維持目的、25％が認証維持目的以外、11％が両方の目
的で情報セキュリティ監査を実施している 

  第１章 概要（回答者の基本データ等） 

51% 

14% 

11% 

20% 

4% 

認証の維持目的に実施している 

認証目的以外に実施している 

両方の目的で実施 

実施していない 

無回答（18件） 



アンケートに回答いただいた組織の傾向としては、従業員数300名
以下の組織が72%となっている。 

 

情報通信業が半数に近い割合を占めている。 

考察（第１章 概要（回答者の基本データ等）） 

12 



第２章 
情報セキュリティマネジメント 

の取組み状況 

13 
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設問９．情報セキュリティに関するリスク分析を最後に実施した時期(N=437)  

66％の組織が、1年未満の期間に実施している。 
一方、20％の組織がリスク分析を実施していない。 

  第２章 情報セキュリティマネジメント 

 の取組み状況 

37% 

29% 

9% 

1% 
3% 

20% 

1% 

半年未満 

半年以上1年未満 

1年以上2年未満 

2年以上3年未満 

3年以上 

実施していない 

無回答（4件） 
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設問１０．リスク分析を実施した理由(N=352)  

ISMSやPマークへの対応が最も多く、 
情報資産の棚卸、内部規程の改訂が続く。 

  第２章 情報セキュリティマネジメント 

 の取組み状況 
※設問9.で「6.実施していない」と回答した組織を除く 

5 

9 

13 

15 

25 

25 

26 

35 

52 

63 

97 

255 

0 50 100 150 200 250 300

無回答（5件） 

その他 

自社の情報セキュリティ事故発生 

法律・条令の改正 

業務内容の変更 

他社の情報セキュリティ事故発生 

ISMSの規格が変更になったため 

社内組織の改編 

新たな脅威への対応 

内部規程の改訂 

情報資産の棚卸 

ISMSやPマークへの対応 
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設問１１．リスク分析を行う際の問題点(N=437)  

人材の不足を感じる組織が81％。 

  第２章 情報セキュリティマネジメント 

 の取組み状況 

6% 

8% 

22% 

25% 

20% 

45% 

14% 

22% 

38% 

38% 

49% 

36% 

34% 

35% 

26% 

19% 

17% 

10% 

43% 

30% 

11% 

15% 

11% 

7% 

3% 

4% 

3% 

3% 

3% 

3% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

上司（経営者など）の理解がない 

関係部署の協力が得られない 

必要となる情報の収集が難しい 

収益に直結しない 

通常の業務に比べ、優先度が低い 

実施方法が分かる人材が不足している 

そう思う どちらかと言えばそう思う どちらかと言えばそう思わない そう思わない 無回答 
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設問１２．セキュリティ対策を進める上で経営者(責任者)に対する説得材料として 
有用と思うもの(N=437)  

同業他社の事例が有用と回答した組織が多い。 

  第２章 情報セキュリティマネジメント 

 の取組み状況 

2 

13 

17 

61 

108 

131 

133 

137 

179 

191 

297 

0 50 100 150 200 250 300 350

無回答（2件） 

その他 

セキュリティ対策事例（他業種） 

実被害事例（他業種） 

リスク分析を実施した結果 

テレビ・新聞などのマスコミ報道 

政府・公的機関のガイドライン 

実被害事例（自社・グループ会社） 

セキュリティ事件・事故による 

想定被害額や賠償額の試算値 

セキュリティ対策事例（同業他社） 

実被害事例（同業他社） 
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設問１３．社内(組織内)にサービス(システム)を新たに導入する場合のセキュリティ
管理者(セキュリティ担当部門)の関与の仕方(N=437)  

セキュリティ管理者（セキュリティ担当部門）は新サービス（システム）導入の
承認や選定において関与する組織が多い。 

  第２章 情報セキュリティマネジメント 

 の取組み状況 

6 

28 

21 

44 

54 

118 

159 

202 

0 50 100 150 200 250

無回答（6件） 

その他 

セキュリティ管理者（セキュリティ担当部門）は関与しない 

セキュリティ管理者（セキュリティ担当部門）が 

セキュリテイ機能の設計を実施 

セキュリティ管理者（セキュリティ担当部門）が 

設計書のレビューを実施 

セキュリテイ面で不安があるときのみ 

セキュリティ管理者（セキュリティ担当部門）に確認 

セキュリティ管理者（セキュリティ担当部門）が 

サービス（システム）選定の場に参加(アドバイザー的役割） 

セキュリティ管理者（セキュリティ担当部門）の承認が必要 
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設問１４－１．情報セキュリティポリシーを制定した時期(N=437)  

59％の組織が、情報セキュリティポリシー制定から5年以上経過している。 

  第２章 情報セキュリティマネジメント 

 の取組み状況 

4% 

11% 

13% 

59% 

10% 

1% 2% 

半年未満 

1年以上3年未満 

3年以上5年未満 

5年以上 

情報セキュリティポリシーはない 

その他 

無回答（7件） 
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設問１４－２．情報セキュリティポリシー制定のきっかけ(N=391)  

PマークやISMSを取得するためという組織が多い。 

  第２章 情報セキュリティマネジメント 

 の取組み状況 
※設問14－1.で「5.情報セキュリティポリシーはない」と回答した組織を除く 

5 

6 

2 

5 

9 

18 

40 

72 

249 

0 50 100 150 200 250 300

無回答（5件） 

その他 

わからない 

セキュリティ事故が起きたため 

企業（組織）のイメージ戦略のため 

取引先から求められたため 

政府・公的機関のガイドラインに則るため 

体系的なセキュリティ対策を実施するため 

ＰマークやＩＳＭＳを取得するため 
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設問１４－３．情報セキュリティポリシーが従業員に定着しやすいように工夫して 
いること(N=391)  

社内Webに掲載、ハンドブックの配布など情報セキュリティポリシーの内容を
確認しやすいようにしている組織が多い。 

  第２章 情報セキュリティマネジメント 

 の取組み状況 
※設問14－1.で「5.情報セキュリティポリシーはない」と回答した組織を除く 

6 

20 

9 

20 

66 

100 

107 

161 

193 

0 50 100 150 200 250

無回答（6件） 

その他 

情報セキュリティポリシーに関する意見交換会の開催 

何も行わない（トップダウンによる命令など） 

部門や箇所ごとの説明会にてポリシー制定（改訂）の目的や 

セキュリティ対策内容の詳しい説明を実施 

部門や箇所ごとの研修・勉強会を開催 

情報セキュリティポリシー制定（改訂）の目的や 

セキュリティ対策内容についての資料を配布 

全体説明会にてポリシー制定（改訂）の目的や 

セキュリティ対策内容の詳しい説明を実施 

社内Webに掲載、ハンドブックの配布など 

情報セキュリティポリシーの内容を確認しやすいようにした 
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設問１４－４．情報セキュリティポリシーは従業員に定着していると思うか(N=391)  

情報セキュリティポリシーは全体的に定着している 
と考えている組織が多い。 

  第２章 情報セキュリティマネジメント 

 の取組み状況 
※設問14－1.で「5.情報セキュリティポリシーはない」と回答した組織を除く 

5 

3 

11 

23 

28 

36 

39 

54 

242 

0 50 100 150 200 250 300

無回答（5件） 

その他 

一般社員（情報セキュリティポリシー制定部門以外）には定着している 

管理職（情報セキュリティポリシー制定部門以外）には定着している 

一般社員（情報セキュリティポリシー制定部門）には定着している 

わからない 

改善すべき点はあるが、対応方法を検討中 

管理職（情報セキュリティポリシー制定部門）には定着している 

全体的に定着している 
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設問１４－５．情報セキュリティポリシーが定着している理由(N=316)  

教育・研修等による周知徹底の効果が出ていると考えている組織が多い。 

  第２章 情報セキュリティマネジメント 

 の取組み状況 
※設問14－1.で「5.情報セキュリティポリシーはない」と回答した組織を除く 

10 

11 

2 

5 

7 

11 

45 

48 

58 

62 

110 

124 

253 

0 50 100 150 200 250 300

無回答（10件） 

その他 

わからない 

定期的に意見交換会を実施する等従業員の反応を確認できるようにしている 

情報セキュリティポリシーの詳細な解説書を作成した 

ポリシーを守れていない従業員に対し従業員間で注意しあえる雰囲気をつくった 

各部署でセキュリティ推進者を定めるなど 

情報セキュリティポリシーへの関心を高める工夫をしている 

情報セキュリティポリシーを守らない場合の罰則規定がある 

定期的に内容の見直し・改訂を行い形骸化しないようにしている 

情報セキュリティポリシーを具体的に実施するための手順が確立されている 

定期的に定着度チェック（テスト、キャンペーンなど）を実施している 

社内Webに掲載、ハンドブックの配布など 

情報セキュリティポリシーの内容を確認しやすいようにした 

教育・研修等による周知徹底の効果 
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設問１４－６．情報セキュリティポリシーをさらに定着させるために改善すべき点(N=316)  

定期的な内容の見直しや教育・研修の細分化をあげる組織が多い。 

  第２章 情報セキュリティマネジメント 

 の取組み状況 
※設問14－1.で「5.情報セキュリティポリシーはない」と回答した組織を除く 

24 

11 

7 

10 

15 

19 

42 

47 

51 

54 

55 

77 

80 

108 

129 

0 20 40 60 80 100 120 140

無回答（10件） 

その他 

わからない 

これ以上改善すべき点はない 

情報セキュリティポリシーを守らない場合の罰則規定を導入 

情報セキュリティポリシーの詳細な解説書を作成する 

情報セキュリティポリシーを具体的に実施するための手順を確立する 

社内Webに掲載、ハンドブックの配布など 
情報セキュリティポリシーの内容を確認しやすいようにする 

部門や箇所ごとに自主的な勉強会を開催させる 

定期的に意見交換会を実施する等従業員の反応を確認できるようにする 

各部署でセキュリティ推進者を定めるなど 
情報セキュリティポリシーへの関心を高める工夫をする 

ポリシーを守れていない従業員に対し従業員間で注意しあえる雰囲気をつくる 

定期的に定着度チェック（テスト、キャンペーンなど）を実施 

教育・研修等を部門や箇所ごとに行う等、より細分化した内容で実施する 

定期的に内容の見直し・改訂を行い形骸化しないようにする 
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設問１５．情報セキュリティポリシー違反に対する罰則規定の有無(N=391)  

56％の組織に、情報セキュリティポリシーを守らなかった場合の 
罰則規定がある。 

  第２章 情報セキュリティマネジメント 

 の取組み状況 
※設問14-1.で「5.情報セキュリティポリシーはない」と回答した組織を除く 

56% 

12% 

4% 

3% 

19% 

3% 3% 罰則規定がある 

罰則は科さず報告書（始末

書）を書かせている 

罰則規定の導入を検討中 

罰則は科さず報告書（始末

書）を書かせるよう検討中 

罰則規定導入の予定はない 

その他 

無回答（10件） 
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設問１６－１．社内(組織内)からの改善要望の有無(N=391)  

69％の組織では改善要望が出たことがない。 

  第２章 情報セキュリティマネジメント 

 の取組み状況 
※設問14-1.で「5.情報セキュリティポリシーはない」と回答した組織を除く 

29% 

54% 

15% 

0% 2% 

改善要望が出たことがある 

改善要望を確認する機会や受

付窓口はあるが改善要望が出

たことはない 

改善要望を確認する機会や受

付窓口はなく、改善要望が出

たこともない 

その他 

無回答（7件） 
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設問１６－２．改善要望を情報セキュリティポリシーに取り入れたことはあるか
(N=391)  

改善要望を取り入れる場合は、既存の情報セキュリティポリシーに不足して
いる項目（緩すぎる、新しい分野への対応等）への対応が多い。 

  第２章 情報セキュリティマネジメント 

 の取組み状況 
※設問14-1.で「5.情報セキュリティポリシーはない」と回答した組織を除く 

18 

7 

14 

34 

36 

48 

90 

190 

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200

無回答（18件） 

その他 

既存のセキュリティポリシーに対する不満点（厳しすぎる等）への改善要望を次

回改訂時に取り入れる予定 

既存のセキュリティポリシーに対する不満点（厳しすぎる等）への改善要望を取り

入れた 

既存の情報セキュリティポリシーに不足している項目（緩すぎる、新しい分野へ

の対応等）への改善要望を次回改訂時に取り入れる予定 

取り入れたことはない 

既存の情報セキュリティポリシーに不足している項目（緩すぎる、新しい分野へ

の対応等）への改善要望を取り入れた 

改善要望が出たことはない 



28 

設問１７．情報セキュリティポリシー(全体)の制定･見直しの手続きを行っている 
      部門(N=391)  

63％の組織において情報システム部門・情報セキュリティ部門が 
制定・見直しをしている。 

  第２章 情報セキュリティマネジメント 

 の取組み状況 
※設問14-1.で「5.情報セキュリティポリシーはない」と回答した組織を除く 

19% 

63% 

9% 

7% 

2% 

経営層（取締役以上）が制

定・見直しをしている 

情報システム部門・情報セ

キュリティ部門が制定・見直

しをしている 
情報システム部門・情報セ

キュリティ部門「以外」の部

門が制定・見直しをしている 
その他 

無回答（6件） 



29 

設問１８．過去3年（2012年1月以降）で見直した管理策(N=391)  

物理的・環境的セキュリティ及び通信に関するセキュリティポリシー 
の見直しを行っている組織が多い。 

  第２章 情報セキュリティマネジメント 

 の取組み状況 
※設問14-1.で「5.情報セキュリティポリシーはない」と回答した組織を除く 

10 

13 

31 

31 

38 

51 

56 

62 

65 

65 

70 

77 

83 

101 

103 

0 20 40 60 80 100 120

無回答（10件） 

その他 

3年以内に新規作成した 

人的資源のセキュリティ 

情報システムの取得、開発及び保守 

情報セキュリティ・インシデント管理 

事業継続管理 

セキュリテイ基本方針全般 

資産管理 

情報セキュリティのための組織 

法令遵守（コンプライアンス） 

アクセス制御 

3年間は管理策の見直しがない 

通信及び環境セキュリティ（含む監視） 

物理的・環境的セキュリティ 



30 

設問１９．過去3年で情報セキュリティポリシー（全体）を見直した理由(N=391)  

監査の指摘事項やモバイルコード利用拡大への対応のために 
情報セキュリティポリシーを見直している。 

  第２章 情報セキュリティマネジメント 

 の取組み状況 
※設問14-1.で「5.情報セキュリティポリシーはない」と回答した組織を除く 

24 

29 

11 

24 

34 

47 

72 

73 

83 

113 

120 

0 20 40 60 80 100 120 140

無回答（10件） 

その他 

法律・規制への対応 

第三者が提供するサービス（開発・運用業務）拡大 

効率化（ツール導入等）したので変えた 

事業継続計画（BCP/BCM）と緊急時対応 

クラウド・コンピューティング（業務システム等）の利用拡大 

ISMSの更新 

3年間は管理策の見直しがない 

モバイルコード（スマートフォン、携帯電話等）の利用拡大 

監査などの指摘事項への対応 



31 

設問２０．ISO/IEC27001および27002の改定の影響(N=391)  

25％の組織では改定されたことを知らなかった。 
22％の組織では改定内容を1年以内に反映する予定。 

  第２章 情報セキュリティマネジメント 

 の取組み状況 
※設問14-1.で「5.情報セキュリティポリシーはない」と回答した組織を除く 

25% 

29% 

3% 

4% 

22% 

6% 

5% 

2% 

4% 
改定されたことを知らなかった 

改定は知っているが、ISMSを取得し
ておらず影響なし 

改定は知っているが、影響がないこと
を確認した 

改定内容を、2年以内に反映する予
定で確認中 

改定内容を、1年以内に反映する予
定 

改定内容について検討中 

すでに改定内容を反映させた 

その他 



情報セキュリティのリスク分析を66％の組織が、1年未満の期間に
実施している。リスク分析の実施理由は、ISMSやPマークへの対応
が最も多く、情報資産の棚卸、内部規程の改訂が続く。リスク分析
を行う際の問題点は、「実施方法が分かる人材が不足している」と
感じる組織が81％で一番多い。 

過去3年間で情報セキュリティポリシー（全体）を見直した理由とし
て多いのは、監査の指摘事項やモバイルコード利用拡大への対応
である。 3年間は管理策の見直しがない組織も多い。2013年秋に
行われたISMSの基本基準であるISO/IEC27001および27002の改
定については情報セキュリティポリシ－があると回答した391組織
の内25％の組織では改定されたことを知らなかった。22％の組織
において改定内容を1年以内に反映する予定。6％の組織では改
定内容を検討中、5％の組織ではすでに改定内容を反映させてい
る。 

考察（第２章 情報セキュリティマネジメント 

    の取組み状況） 

32 



情報セキュリティポリシーは全体的に定着していると考えている組
織が多い。定着した理由として一番多いのは、教育・研修等による
周知徹底の効果である。情報セキュリティポリシー制定時や改訂時
に従業員に定着しやすいように工夫している点としては「社内Web
に掲載、ハンドブックの配布など情報セキュリティポリシーの内容を
確認しやすいようにしている」という回答が一番多い。両設問にお
いて異なる結果となっているのは、教育・研修の中で社内Webへの
掲載やハンドブックについても従業員に再認識させられる点も関係
していると考えられる。  

 56％の組織に情報セキュリティポリシーを守らなかった場合の罰則
規定がある。12％の組織では罰則規定はないが、報告書（始末書）
を書かせている。罰則導入の予定がないのは19％のみである。一
方、情報セキュリティポリシーが従業員に定着した理由として「罰則
規定がある」と回答したのは48件（延べ回答数750件のうち約6％）
と少数であった。 

考察（第２章 情報セキュリティマネジメント 

    の取組み状況） 

33 



情報セキュリティポリシーに対する改善要望が出たことがあるの
は29％のみ。改善要望を取り入れた、もしくは取り入れる予定の
内容については、既存の情報セキュリティポリシーの緩和への対
応よりも、不足している項目（緩すぎる、新しい分野への対応等）
への対応という回答の方が多い。 

考察（第２章 情報セキュリティマネジメント 

    の取組み状況） 

34 



第３章 
人的要因に関する 

情報セキュリティへの取組み 

35 



36 

設問２１．人的要因による事故・トラブル発生状況(N=437)  

約61％の組織で、人的要因による事故・トラブルは発生していない。 
約1％の組織において、情報の持出しによる情報の流出が発生している。 

  第３章 人的要因に関する 

情報セキュリティへの取組み 

 

8 

21 

3 

3 

5 

6 

8 

12 

22 

23 

23 

24 

28 

55 

82 

267 

0 50 100 150 200 250 300

無回答 

その他 

Webサーバ等の設定ミスによる情報の流出 

サーバ・制御機器への悪意のある操作によるｼｽﾃﾑﾀﾞｳﾝ 

SNSへの書き込みによる損害の発生 

情報の持出しによる情報の流出 

サーバ・制御機器への誤操作によるｼｽﾃﾑﾀﾞｳﾝ 

業務システムなどへの入力間違いによる損害の発生 

紙媒体の紛失 

紙媒体の誤送付・誤交付 

USBメモリ等情報記録媒体の紛失 

PC・タブレットの紛失 

FAXの誤送信 

スマートフォン・携帯電話の紛失 

電子メールの誤送信 

発生していない 



37 

設問２２．不正行為防止のための対策状況(N=437)  

情報へのアクセス制限、入退室管理は70％以上の組織が行っている。 
アクセスログは約57％の組織が保存しているが、 

確認している組織は約31％である。 

5 

7 

19 

71 

75 

135 

181 

226 

248 

260 

260 

320 

343 

0 50 100 150 200 250 300 350 400

無回答 

その他 

特に対策は行っていない 

経営者の責任を明確にしている 

内部不正に関する通報制度を整備している 

重要情報等へのアクセスログを確認している 

共有アカウントの利用を禁止している 

就業規則で内部不正者への懲戒手続きを定めている 

重要情報等へのアクセスログを保存している 

雇用終了時に秘密保持を課す誓約を締結している 

情報記録媒体の持出管理を行っている 

入退室管理を行っている 

情報へのアクセス制限を行っている 

  第３章 人的要因に関する 

情報セキュリティへの取組み 

 



38 

設問２３．組織内における人的ミスによる事故・トラブルの収集状況(N=437)  

誤操作、紛失・置き忘れについての 
事故・トラブルの情報を集める組織は40％強存在する。 

17 

17 

88 

141 

162 

182 

185 

185 

188 

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200

無回答 

その他 

人的ミスだけが原因の場合情報は集めていない 

設定ミスによりヒヤリ・ハットが発生した場合 

設定ミスにより社会に影響を及ぼした場合 

紛失・置き忘れによりヒヤリ・ハットが発生した場合 

紛失・置き忘れにより社会に影響を及ぼした場合 

誤操作によりヒヤリ・ハットが発生した場合 

誤操作により社会に影響を及ぼした場合 

  第３章 人的要因に関する 

情報セキュリティへの取組み 

 



39 

設問２４．ヒヤリ・ハット事例情報を公表している組織に対する評価(N=437)  

組織内人員の情報セキュリティに対する意識が高いと評価している組織は、
約58％である。信用できないとした組織は約2％である。 

17 

6 

9 

37 

148 

221 

254 

0 50 100 150 200 250 300

無回答 

その他 

事故・トラブルを起こす可能性があり信用できない 

何も評価しない 

社会・業界の人的ミスの減少に貢献している 

自浄作用が働いている組織で信用できる 

組織内人員の情報セキュリティに対する意識が高い 

  第３章 人的要因に関する 

情報セキュリティへの取組み 

 



40 

設問２５．ヒヤリ・ハット事例情報を公表している組織の外部への期待(N=437)  

自組織内の事故・トラブル件数の減少を期待する組織は約61％存在。 
事故・トラブル時に免責されることを期待した組織は約3％存在。 

21 

24 

12 

119 

221 

267 

0 50 100 150 200 250 300

無回答 

その他 

実際の事故・トラブル時に（全部又は一部）免責される 

社会・業界の人的ミスの減少への貢献 

自浄作用が働いている組織として信用の向上 

自組織内の事故・トラブル件数の減少 

  第３章 人的要因に関する 

情報セキュリティへの取組み 

 



41 

設問２６．第三者機関へのヒヤリ・ハット事例情報提供の条件(N=437)  

提供要素として一番多いのは情報の収集目的が明確に示されているであった。 
どのような条件であっても提供しないとした組織は約6％。 

17 

11 

25 

56 

78 

91 

109 

161 

178 

181 

241 

0 50 100 150 200 250 300

無回答 

その他 

どのような条件であっても提供することはない 

提供しない組織に比べより多くの情報を入手できる 

提供した情報については免責される（処罰されない） 

多くの組織が情報提供の取組みに参加している 

第三者機関の取組みが社会に認められている 

第三者機関の情報セキュリティが保たれている 

報告には手間がかからない 

第三者機関が情報の出所を特定できないようにしている 

情報の収集目的が明確に示されている 

  第３章 人的要因に関する 

情報セキュリティへの取組み 

 



内部不正を防ぐ対策の一つとしてアクセスログの保存・確認が挙
げられるが、保存している組織は約57％、確認をしている組織は
約31％という結果であった。 

情報セキュリティの事故・トラブルの情報のうち、誤操作、紛失・置
き忘れについては40％強の組織が収集している。また、情報セ
キュリティのヒヤリ・ハット事例情報を第三者機関に提供する場合
の要件としては情報の収集目的が明確に示されていることが一番
多く求められている。一方、どのような条件であっても提供しないと
した組織は約6％しか存在しない。 

 

考察（第３章 人的要因に関する 

情報セキュリティへの取組み） 

42 



第４章 
情報セキュリティの人材育成と 

教育に関して 

43 



44 

設問２７．情報セキュリティの推進者の人材育成に関する制度(N=437)  

外部研修会・セミナーに積極的に参加させている組織、 
特に定めていない組織が共に多い。 

  第４章 情報セキュリティの人材育成 

 と教育に関して 

 

6 

3 

6 

7 

58 

84 

91 

170 

183 

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200

無回答（6件） 

その他 

専門性を高める為に､専門学校･大学･大学院へ 

会社負担で派遣する制度がある 

大学･大学院へ入学を希望する場合は､ 

費用や時間のサポート制度がある 

制度はないが、希望する従業員へは費用や時間の支援を行っている 

自己啓発を奨励し資格取得者への報償制度 

（一時金・資格手当等）がある 

社内研修・OJT等による人材育成制度を設けている 

特に定めていない 

外部研修会・セミナーに積極的に参加させている 

（費用は会社負担） 



45 

設問２８－１．全従業員向けの教育実施回数(N=437)  

76％の組織が年1回以上全従業員向けの定期的な教育を実施している。 

  第４章 情報セキュリティの人材育成 

 と教育に関して 

59% 

11% 

2% 

4% 

6% 

1% 6% 

9% 

1% 1% 年１回 

年２回 

年３回 

年４回以上 

不定期（数年に1回も含む）に実施

している 
情報セキュリティポリシー改訂時

のみ実施する 
全従業員向けには実施していな

い 
教育を実施していない 

その他 

無回答（5件） 



46 

設問２８－２．従業員への教育の効果確認方法(N=365)  

教育の効果の確認にテストを実施する組織が多い。 

  第４章 情報セキュリティの人材育成 

 と教育に関して 
※設問28－1.で「1～6(教育を実施している)」と選択した組織のみ 

21 

4 

45 

63 

271 

0 50 100 150 200 250 300

無回答（21件） 

その他 

特に実施していない 

感想文・レポート・アンケートを提出させている 

テストを実施している 



47 

設問２８－３．特定の従業員が対象の教育実施回数(N=398)  

32％の組織が特定の従業員向けの教育を年1回以上実施している。 

  第４章 情報セキュリティの人材育成 

 と教育に関して 
※設問28-1.で「8．教育を実施していない」と回答した組織を除く 

16% 

4% 
2% 

10% 

37% 

2% 

25% 

2% 

2% 

年１回 

年２回 

年３回 

年４回以上 

不定期（数年に1回も含む）に実

施している 

情報セキュリティポリシー改訂時

のみ実施する 

実施していない 

その他 

無回答（10件） 



48 

設問２８－４．特定の教育の対象となる従業員(N=283)  

新入社員・転入社員に対して教育を行っている組織が多い。 

  第４章 情報セキュリティの人材育成 

 と教育に関して 
※設問28－3.で「1～6(教育を実施している)」と選択した組織のみ 

14 

16 

6 

17 

27 

27 

29 

35 

36 

40 

76 

132 

231 

0 50 100 150 200 250

無回答（14件） 

その他 

入社3年次等、特定年次の社員（新入社員を除く） 

昇進・昇職する社員 

システム部門の社員 

異動・担当業務変更する社員 

受講を希望した社員 

セキュリティ管理部門の社員 

管理職社員 

委託先社員 

派遣社員（常駐社員を含む） 

転入社員（新たに企業（組織）に所属した社員） 

新入社員 



49 

設問２８－５．特定の従業員向け教育の効果確認方法(N=283)  

教育の効果の確認に全従業員向けの定期的な教育と 
同程度のテストを実施する組織が多い。 

  第４章 情報セキュリティの人材育成 

 と教育に関して 
※設問28－3.で「1～6(教育を実施している)」と選択した組織のみ 

18 

6 

15 

29 

42 

78 

124 

0 20 40 60 80 100 120 140

無回答（18件） 

その他 

             定期的な教育より詳細な 

感想文・レポート・アンケートを提出させている 

定期的な教育より詳細なテストを実施している 

            定期的な教育と同程度の 

感想文・レポート・アンケートを提出させている 

特に実施していない 

定期的な教育と同程度のテストを実施している 



情報セキュリティの推進者の人材育成に関して、外部研修会・セミ
ナーに積極的に参加させている組織が40％超で一番多いが、特
に定めていない組織も40％近くと多く存在する。 

 76％の組織が年１回以上全従業員向けの情報セキュリティの教
育を行っており、教育の効果の確認にはテストを実施する組織が
多い。 

 71％の組織が特定の従業員向けの教育を実施しており、新入社
員・転入社員を対象としている組織が多い。教育の効果の確認に
はテストを実施する組織が多いが全従業員向けと比較すると教育
効果の確認を特に実施しない組織が多い。 

全従業員向けの定期的な教育以外の特定の従業員を対象にした
教育の対象となるのは、新入社員・転入社員であると回答した組
織が多く、次いで、派遣社員・委託先社員であった。 

考察（第４章 情報セキュリティの人材育成 

    と教育に関して） 

50 



少数回答ではあったが、テストの成績の悪い社員や長期休暇・出
向から復帰した社員に対して教育を行うなど、フォローアップをし
ている組織が見られた。 

考察（第４章 情報セキュリティの人材育成 

    と教育に関して） 

51 



第５章 
「個人の行動履歴データ」 

の取扱い 

52 



53 

設問２９．「個人の行動履歴データ」の業務での取り扱い(N=437)  

アンケート回答組織の内、個人の行動履歴データ 
を取り扱っている組織が21％（93組織）。 

  第５章 個人の行動履歴データ 

 の取扱い 

21% 

77% 

2% 

取り扱っている 

取り扱っていない 

無回答（6件） 



54 

設問３０．取り扱っている「個人の行動履歴データ」の種類(N=93)  

WEBアクセス履歴が1番多く、50件の回答数であった。 

  第５章 個人の行動履歴データ 

 の取扱い 
※設問29.で「1．取り扱っている」と選択した組織のみ 

14 

0 

2 

3 

7 

7 

9 

16 

19 

32 

35 

50 

0 10 20 30 40 50 60

その他 

自動車等の装置ﾃﾞｰﾀ（走行ﾃﾞｰﾀ、操作ログ、状態ログ） 

わからない 

交通機関利用ﾃﾞｰﾀ（自動改札でのICカード利用等） 

POSﾃﾞｰﾀ（実店舗での売上ﾃﾞｰﾀなど） 

位置情報、移動履歴（GPSなど） 

ブログ、掲示板、SNS、Twitter投稿などの書き込み情報 

購買履歴（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ、ﾋﾞﾃﾞｵﾚﾝﾀﾙなど） 

通信履歴、通話履歴 

個人の健康情報ﾃﾞｰﾀ 

監視カメラ等で取得した画像、映像 

WEBアクセス履歴 



55 

設問３１．「個人の行動履歴データ」に関する業務内容(N=93)  

個人の行動履歴データの収集業務を自社のビジネスとして 
行っている組織が50％強であった。 

  第５章 個人の行動履歴データ 

 の取扱い 
※設問29.で「1．取り扱っている」と選択した組織のみ 

32% 

37% 

53% 

9% 

10% 

6% 

49% 

46% 

33% 

10% 

8% 

8% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Q31-3． データ活用 

Q31-2． 分析業務 

Q31-1． 収集業務 

自社のビジネスとして 受託ビジネスとして おこなっていない 無回答 



56 

設問３２．取り扱っている「個人の行動履歴データ」の対象人数(N=93)  

個人の行動履歴データの対象人数が、個人情報保護法対象 
となる5,000人以上の組織は、約29％。 

  第５章 個人の行動履歴データ 

 の取扱い 
※設問29.で「1．取り扱っている」と選択した組織のみ 

20% 

23% 

13% 

17% 

12% 

7% 

8% 

100人未満 

100人～999人 

1,000人～4,999人 

5,000人～10万人未満 

10万人以上 

わからない 

無回答（7件） 



57 

設問３３．「個人の行動履歴データ」を取り扱い業務の目的(N=93)  

犯罪、不正の防止が圧倒的に多く、42件(93件中)という回答数であった。 

  第５章 個人の行動履歴データ 

 の取扱い 
※設問29.で「1．取り扱っている」と選択した組織のみ 

13 

3 

0 

0 

1 

2 

4 

5 

9 

18 

18 

19 

42 

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

その他 

わからない 

データ自体の販売 

経営判断（投資、事業撤退など） 

サービスの解約防止 

分析結果の販売 

製品、商品の開発 

公共的な活用目的（災害対策や道路計画など） 

ターゲッティング広告（レコメンド機能含む） 

サービス提供用途 

サービス品質の向上 

マーケティング（市場分析、顧客分析） 

犯罪、不正の防止 



58 

設問３４．「個人の行動履歴データ」取り扱い業務を行うメリット(N=93)  

その他が一番多かったが、その中身としては、犯罪、不正の防止 
に関するメリットの記述が多く見られた。 

  第５章 個人の行動履歴データ 

 の取扱い 
※設問29.で「1．取り扱っている」と選択した組織のみ 

24 

2 

5 

6 

8 

15 

17 

19 

19 

23 

0 5 10 15 20 25 30

その他 

経営判断のスピードアップ 

クレーム数の低減 

経費の削減 

顧客単価の向上 

サービス、商品の様々な兆候を把握できる 

受注率の向上 

顧客数の増加 

メリットはない 

サービス満足度の向上 



59 

設問３５．「個人の行動履歴データ」取り扱い業務による 
      売上／利益への影響(N=93)  

個人の行動履歴データの取り扱いが、特に売上／利益に影響はない 
と回答した組織が一番多く、約44％であった。 

  第５章 個人の行動履歴データ 

 の取扱い 
※設問29.で「1．取り扱っている」と選択した組織のみ 

25% 

0% 

44% 

23% 

2% 
6% 

売上／利益に貢献している 

減収／減益に影響した 

特に影響はない 

わからない 

その他 

無回答（6件） 



60 

設問３６．「個人の行動履歴データ」を取り扱う業務の位置付け(N=93)  

個人の行動履歴データの取り扱いが、自社の主たるビジネス、 
もしくは補助的なビジネスと考えている組織が約50％であった。 

  第５章 個人の行動履歴データ 

 の取扱い 
※設問29.で「1．取り扱っている」と選択した組織のみ 

19% 

30% 

19% 

23% 

9% 

自社の主たるビジネスと考えて

いる 

補助的なビジネスと考えている 

わからない 

その他 

無回答（8件） 



61 

設問３７．「個人の行動履歴データ」取り扱い業務の拡大予定(N=93)  

個人の行動履歴データの取り扱い業務について、 
現状維持の予定であると回答した組織が一番多く、約46％であった。 

  第５章 個人の行動履歴データ 

 の取扱い 
※設問29.で「1．取り扱っている」と選択した組織のみ 

24% 

46% 

1% 

24% 

5% 

拡大予定である 

現状維持の予定である 

縮小、または撤退の予定で

ある 

わからない 

無回答（5件） 



62 

設問３８．「個人の行動履歴データ」取り扱いの、拡大、縮小/撤退、 
      現状維持の理由(N=93)  

個人の行動履歴データの取り扱い業務の拡大、縮小、撤退については、将
来の為に継続するという回答が1番多かった。 

  第５章 個人の行動履歴データ 

 の取扱い 
※設問29.で「1．取り扱っている」と選択した組織のみ 

18 

17 

1 

1 

1 

2 

2 

3 

4 

8 

10 

33 

0 5 10 15 20 25 30 35

その他 

わからない 

既に投資してしまった為 

有効な分析結果が得られない為 

人材を確保するのが困難な為 

投資効果が表れている為 

顧客からのクレーム 

コストがかかりすぎる為 

これから本格的に投資していきたい為 

親会社や取引先からの委託業務である為 

法的な理由 

将来の為に継続する 



63 

設問３９．「個人の行動履歴データ」の取り扱いにあたっての主な課題(N=93)  

個人の行動履歴データの取り扱いにおける主な課題で1番多かったのが、プ
ライバシー面の課題で40件の回答数であった。 

  第５章 個人の行動履歴データ 

 の取扱い 
※設問29.で「1．取り扱っている」と選択した組織のみ 

3 

6 

2 

5 

7 

9 

10 

10 

10 

15 

18 

19 

27 

40 

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

その他 

わからない 

必要なデータが入手できない 

分析業務の委託コスト 

有効な分析結果が得られない 

データ加工の手間がかかりすぎる 

分析システムの導入コスト 

人材の育成、採用コスト 

データ収集のコスト 

特に課題はない 

分析・活用ができる人材がいない 

情報セキュリティ対策コスト 

情報セキュリティ面の課題 

プライバシー面の課題 



64 

設問４０．データ分析の専門家の有無(N=93)  

いない、採用や育成の予定もないと回答した組織が一番多く、 
約65％であった。 

  第５章 個人の行動履歴データ 

 の取扱い 
※設問29.で「1．取り扱っている」と選択した組織のみ 

15% 

9% 

65% 

6% 

2% 
3% 

分析の専門家がいる 

採用、育成を予定している 

いない、採用や育成の予定も

ない 

わからない 

その他 

無回答（3件） 



65 

設問４１．「個人の行動履歴データ」の収集・分析・活用業務を取り扱いにあたり 
      認識しているリスク(N=93)  

情報漏洩のリスクが一番多く、60件の回答数であった。 

  第５章 個人の行動履歴データ 

 の取扱い 
※設問29.で「1．取り扱っている」と選択した組織のみ 

0 

9 

12 

19 

26 

27 

45 

60 

0 10 20 30 40 50 60 70

その他 

特にリスクは認識していない 

投資対効果が得られないリスク 

企業イメージが失墜するリスク 

データが消滅、改ざんされるリスク 

法令違反のリスク 

プライバシー侵害などの訴訟リスク 

情報漏洩リスク 



66 

設問４２．「個人の行動履歴データ」を収集するにあたっての考慮点(N=93)  

一番多かったのはデータの取得目的を理解してもらうことで、約57件の回答
数であった。これは回答総数（N=93）に対し、60％強の回答率となる。 

  第５章 個人の行動履歴データ 

 の取扱い 
※設問29.で「1．取り扱っている」と選択した組織のみ 

4 

3 

7 

8 

15 

26 

30 

31 

39 

42 

57 

0 10 20 30 40 50 60

その他 

データ取得の対価として、相応の付加価値（ポイント等）を提供すること 

収集業務は行っていない 

データ取得が極端に強制的になっていないこと 

自社の企業イメージを保つこと 

データの取得方法に不信感を持たれないこと 

データ取得に対する同意の取り方 

データ管理をしっかりやっていることを理解してもらうこと 

データの取得内容、範囲を理解してもらうこと 

コンプライアンスを順守していること 

データの取得目的を理解してもらうこと 



67 

設問４３．「個人の行動履歴データ」からの本人の希望 
      によるデータからの除外(N=93)  

本人の希望により個人の行動履歴データから除外出来る仕組みが 
無いと回答した組織が1番多く、約35％であった。 

  第５章 個人の行動履歴データ 

 の取扱い 
※設問29.で「1．取り扱っている」と選択した組織のみ 

27% 

10% 

35% 

11% 

5% 

8% 
4% 

本人の申告ベースで、データ

から除外できる 

提供の許可を得た場合のみ、

データを取得している 

除外できる仕組みはない 

収集業務は行っていない 

わからない 

その他 

無回答（4件） 



68 

設問４４「個人の行動履歴データ」を分析・活用する際の個人特定性(N=93)  

個人の行動履歴データの分析・活用を行うにあたり、個人を特定できないよ
うに加工している組織が約32％で1番多かった。 

  第５章 個人の行動履歴データ 

 の取扱い 
※設問29.で「1．取り扱っている」と選択した組織のみ 

32% 

27% 

32% 

0% 
9% 

個人を特定できないように加

工している 

個人が特定できるデータのま

ま、活用している 

分析・活用を行っていない 

その他 

無回答（8件） 



個人の行動履歴データの利活用目的で1番多かったのは、犯罪
／不正の防止であった。個人の行動履歴の利活用については、
マーケティングやターゲッティング広告のように売上／利益に繋
がるものもあるが、今回調査した母集団におけるアンケート結果
では、売上／利益よりも、犯罪、不正の防止目的の方が多く活用
されている。 

考察（第５章 個人の行動履歴データの取扱い） 

69 



第６章 
過去の事例・事故・用語の認知度 

70 



71 

設問４５．過去の事例・事故の認知度(N=437)  

マスメディアで取り上げられた事件・事故への認知度が高く、 あまり取り挙げ
られない海外事故など専門的なものについては認知度が高くない。ISMS既
取得組織が対応する必要がある「ISO/IEC27001規格が改定」の認知度が

51％となっている。 

  第６章 過去の事例・事故・用語の認知度 

245 

260 

264 

285 

296 

334 

335 

367 

383 

387 

420 

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450

Suica履歴販売に対しﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ問題の指摘 

Baidu IME「Simeji」が情報を無断送信 

ﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ不正送金被害過去最大 

米国が中国に対しｻｲﾊﾞｰ攻撃中止要請 

官公庁の情報が閲覧可能になっていた 

脆弱性を利用した標的型攻撃を確認 

ｽﾉｰﾃﾞﾝ、米NSA盗聴活動の暴露 

Twitterへの悪ふざけ写真による炎上 

ﾋﾞｯﾄｺｲﾝ取引所ﾏｳﾝﾄｺﾞｯｸｽ社が倒産 

遠隔操作事件 

Windows XPｻﾎﾟｰﾄ終了 

(N=437) 

4 

53 

64 

72 

79 

118 

121 

139 

140 

202 

224 

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450

無回答 

米国で9時間継続史上最大のDDoS攻撃 

AppStoreに偽ｱﾌﾟﾘ続々 

WEBﾚﾝﾀﾙｻｰﾊﾞｰ8,438ｻｲﾄ改ざん 

米ﾀｰｹﾞｯﾄ社ｸﾚｯｼﾞﾄｶｰﾄﾞ問題 

Android電話帳ﾃﾞｰﾀが抜き取られる事件 

ﾊﾟｰｿﾅﾙﾃﾞｰﾀ利活用に向けた法制見直し 

ｱﾄﾞﾋﾞｼｽﾃﾑｽﾞの顧客情報流出 

ﾗﾝｻﾑｳｪｱの感染拡大 

JAL・ANAﾏｲﾚｰｼﾞ不正侵入 

ISO/IEC27001規格が改定 

(N=437) 



72 

設問４６．用語の認知度(N=437)  

マスメディアやセキュリティ関連組織で頻繁に取り上げている用語について
の認知度は高い傾向となっている。反面、攻撃手法や一般化されていない

専門用語（ライフログやダークネットなど）の認識度が低い。 

  第６章 過去の事例・事故・用語の認知度 

135 

140 

145 

147 

207 

229 

303 

320 

332 

344 

356 

365 

0 50 100 150 200 250 300 350 400

ショルダーハッキング 

Apache Struts2の脆弱性 

ブルートフォース攻撃 

ランサムウェア 

ゼロデイ攻撃 

リベンジポルノ 

DDoS攻撃 

マイナンバー法案 

マルウェア 

パーソナルデータ 

特定秘密保護法案 

ワンタイムパスワード 

(N=437) 

12 

39 

43 

52 

55 

62 

91 

94 

108 

113 

116 

121 

134 

0 50 100 150 200 250 300 350 400

無回答 

ｋ匿名性 

ダークネット 

ZeuS

MITB攻撃 

@police

SDN

ライフログ 

エシュロン(Echelon) 

ペネトレーションテスト 

アカウントリスト型ハッキング 

CMSの脆弱性 

水飲み場型攻撃 

(N=437) 



例年の傾向通り、マスメディアなどで取り上げられた事例・事故の
認知度が高い、例えば、遠隔操作事件、ビットコイン取引所マウン
トゴックス社が倒産、Twitterへの悪ふざけ投稿、スノーデン、米
NSA盗聴活動の暴露などである。反面、海外での事故・攻撃手法
など専門的なものについては高くない傾向が見て取れる。 

出来事では、ISMS認証基準である「ISO/IEC27001規格が改定」の
認知度が51％であり、想定より低かった。既取得組織は2015年10
月までにこの改定に対応する必要がある。 

パーソナルデータについては、用語は認知度が高いが、出来事に
挙げられた法制の見直しについての認知度は低い結果となった。
社会の動きとの結びつけがされていない一例である。 

考察（第６章 過去の事例・事故・用語の認知度） 

73 



本アンケート調査を実施するにあたり、 

アンケートへの回答にご協力を頂きました組織の皆様に感謝
いたします。 

アンケートの封入、データ入力に多大なご協力を頂きました 

 神奈川県立麻生養護学校 元石川分教室 

 神奈川県立高津養護学校 生田東分教室 

 神奈川県立高津養護学校 川崎北分教室 

 神奈川県立中原養護学校 

 神奈川県立横浜ひなたやま支援学校 

 川崎市立田島支援学校 

 他1校の神奈川県内の特別支援学校 (五十音順) 

 の皆様に感謝いたします。 
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